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１ 序論

海上保安庁は大陸棚調査の一環として，２００６年１

月から３月にかけて大型測量船「昭洋」及び「拓洋」

により，南鳥島北西方海域で３航海にわたりシング

ルチャンネル反射法地震探査および海底地震計

（OBS : Ocean Bottom Seismograph）を用いた屈折

法地震探査を実施した（第１図）．ここでは，本探査

の概要について報告する．

探査海域はマーカス・ウェイク海山群の北西部に

位置する（第２図）．当海域では海山群から海洋底

への地殻構造の遷移を把握するために，２００４年度第

５‐７，１０‐１１次大陸棚調査におけるMTr４測線（金田

他［２００５］），２００４年度第１０‐１２次大陸棚調査におけ

るOGr１１測線，MTr２測線（金田他［２００６］），２００４

年度第１３‐１５次大陸棚調査でのMTr３測線（小山他

［２００６］）の各探査測線について地震波速度構造調査

を実施してきた．

しかし，海山群域の地殻構造が標準的な海洋底下

の地殻構造と有意に異なることを示すためには，こ

の海域における標準的な海洋地殻および上部マント

ルの地震波速度構造モデルを，予め提示しておく必

要がある．海洋底下の上部マントルには海底拡大軸

第１図 北西太平洋海底地形図．赤い枠が調査海域
に該当する．

Figure１. Seafloor topographic features in the
western Pacific Ocean. Red rectangle
indicates experimental area.
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と直交する方向に速い速度を持つ方位異方性の存在

が示唆されているので（Christensen and Salisbury,

１９７５），標準的な海洋底における地殻の速度構造及

び上部マントルの速度構造を得るために，測線の北

西部において明瞭な地磁気縞状異常に直交する方

向，すなわち上部マントルに高速度層の存在が期待

される方向に探査測線を設定した．

２ 調査概要

調査海域

南鳥島北西方海域

第１３次大陸棚調査（「拓洋」２００６/１/９‐１/２６）

第１４次大陸棚調査（「昭洋」２００６/２/１５‐３/１０）

第１５次大陸棚調査（「拓洋」２００６/２/１８‐３/１３）

探査測線（第２図）

測線名 ：MTr６

両端座標：北緯２３．７２°東経１５３．３８°

北緯２７．４４°東経１４９．１２°

測線長 ：約５９４km（３２１n.m.）

座標系 ：世界測地系（WGS８４）

南鳥島南西部から小笠原海台東部にかけての探査

測線で南鳥島にちなんでMTr６と命名した．測線長

は約５９４kmであり，また本調査では，屈折法地震探

査に加えて，シングルチャンネルストリーマケーブ

ルを用いた反射法地震探査も並行して実施した．

屈折法地震探査

発震船 ：S/V「昭洋」

海底地震計設置間隔：約６km

海底地震計使用台数：１００台

震源 ：non-tunedエアガンアレイ

震源容量 ：１５００inch３×４（９８．３�）

内部圧力 ：２０００psi（１３．７９MPa）

曳航深度 ：１０m

発震間隔 ：２００m（９０‐１００sec）

測位 ：単独測位GPS

人工震源として，４台のエアガン（１５００inch３：

２４．６�×４）で構成されるnon-tunedエアガンアレ

イ（総容量６０００inch３：９８．３�）を用いた．エアガン

アレイ曳航方式及びデータ収録システムはこれまで

の地殻構造調査（金田他，２００５）と同じである．本調

査では１００台の海底地震計を使用した．設置間隔は

これまでの南鳥島周辺海域の地殻構造調査結果か

ら，当海域は地形の凹凸の少ない大洋底であり，大

陸棚調査で標準としている５km間隔よりやや広い

６kmでも精度の良い地質構造モデルを取得できる

と判断した．ただし急傾斜地形部への設置は避けた

ので，最短区間は２．４km，最長区間は９．７kmとなっ

た（第３図）．

シングルチャンネル反射法地震探査

曳航ケーブル

曳航深度 ：１６m（往路），５m（復路）

GPSアンテナ～ケーブル間距離：２４７m

往路

船速 ：４kt

震源容量 ：１５００i nch３×４（９８．３�）

内部圧力 ：２０００psi（１３．７９MPa）

曳航深度 ：１０m

発震間隔 ：２００m（９０‐１００sec）

第２図 調査海域図．赤い点は海底地震計設置点を
示す．これまでにこの海域で実施された精
密地殻構造探査測線を青線で示す

Figure２. Map of experimental area. Red circles
indicate OBS locations. Blue lines are
previous wide-angle seismic profiles in
this area.
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複路

船速 ：８kt

震源容量 ：３５０inch３×２（１１．５�）

内部圧力 ：２０００psi（１３．７９MPa）

曳航深度 ：１０m

発震間隔 ：２０sec（約８２m）

記録長 ：１０sec with deley

サンプリングレート：０．９９９msec

測位 ：単独測位GPS

本調査では，反射法探査における人工震源とし

て，往路は屈折法地震探査と共有したため６０００inch３

エアガンアレイを，復路は，２台のBOLT社製３５０

long life airgun（３５０inch３：５．７�）で構成される

non-tunedエアガンアレイ（総容量７００inch３：１１．５

�）を使用した．３５０inch３エアガンは船尾ギャロス

を利用して１台ずつ離して曳航した．

海底地震計

今回使用した海底地震計（東京測振製TOBS‐２４N

型）の仕様については林田他（２００５）に詳細が記載

されている．ただし，２００６年４月以降のOBSについ

ては，レコーダのファームウェアのアップデートが

実施され，バージョンが３．６になっている．主な改良

点は，電源が突然OFFになる現象を防ぐために，電

源OFFコードを複雑化する，通信制御コマンド

SYSTを設けdt測定用パルス出力周期を１０sec，また

は１minに設定できるようにする等である．

シングルチャンネルストリーマケーブル

全長 ：２００m

アクティブセクション：遠端部６５m

ハイドロフォン ：SIG製SIG１６１ch

感度 ：－９０±１dB re１V / μPa

総数 ：４８台（配置間隔１m）

曳航ケーブルは往復共全長２００mのSIG製アナロ

グストリーマケーブルを使用した．収録されたアナ

ログデータは，データ収録・処理ソフトウェアによ

り３２bitへA/D変換され，RS２３２ポートを介して入

力されたGPS情報とともにSEG-Y形式でハード

ディスクに保存される．本ソフトウェア上で記録波

形を随時モニターし，水深の変化に合わせてディレ

イタイムを０～６secに変化させてデータ収録を

行った．

３ 調査経過概要

各次の大陸棚調査日程・行動に関しては第１表に

まとめておく．各行動では，上乗りとして，大陸棚

調査室員３人が乗船した．

海底地震計投入作業

海底地震計は，２００６年１月１２日から１月１７日にか

けて測量船「拓洋」により約６km間隔に１００台投入

した．海底地震計の投入計画位置及び投入位置を第

第３図 探査測線断面図．
Figure３. Bathymetric profile along the survey line.

海洋情報部技報 Vol．２５，２００７

―25―

／海洋情報部技報　第２５号　再／０４　野田　０２３‐０３２  2007.06.22 10.22.58  Page 27 



２表に示す．計画位置と投入位置の差の平均は３７m

であり的確な投入作業であったことを示している．

St.８０（OBSNo８‐０２６）では投入後水深２３７mまで沈降

確認の距離測定を実施した後，突然浮上開始信号を

受信した．距離測定時に切離し信号が入り，切離し

が掛かったものと思われる．浮上後揚収して予備器

（OBSNo７‐０２７）を投入した．

海底地震計斜距離測定作業

距離測定作業は２００６年１月１８日から１月２１日にか

けて測量船「拓洋」により実施した．測定は投入地

点から調査測線に対し垂直方向に水深と等距離離れ

た海面上の１点で，測量船－海底地震計間の斜距離

を船上支援装置（日油技研工業株式会社製NRP-

MC）を用いて測定した（測定記録例第３表）．この

測定値とエアガンの水中音波の直達波の走時から海

底地震計の着底位置が算出される．作業は測線の北

端St.１から南西側へ水深と同距離離れた地点から開

始したが，St.１１以降は測定後海流，風力，風力等に

よりノイズが多くなり測定できなくなったので，測

線の反対側である北東側へ移動して測定を続行し

た．また，測点St.６８，St.８３は反対側へ移動しても測

定できなかったので測線から１．５海里地点まで近づ

いて距離測定を実施した．

エアガン発震作業

発震作業は２００６年２月１７日から２月２２日にかけて

測量船「昭洋」により実施した．往路は北西から南

東方向へ，複路は南東から北西方向へ探査を実施し

た．曳航したシングルチャンネルストリーマケーブ

ルは往路・復路で共通であり，本調査ではエアガン

の故障，発震の欠損部は生じていない．「昭洋」の発

震システムでは座標（緯度・経度）による発震点指

定はできないため，往路は一定の走航距離（２００m）

で，復路は一定時間（２０sec）で発震するシステムを

採用した．エアガン発震位置の概要は第４表に示す

とおり．エアガン本体について，２月２２日揚収時に

２基の内１基の吊り上げワイヤー（６tギャロスウ

インチのワイヤー）が破断した．原因は，エアガン

との度重なる接触による磨耗及び，吊り上げワイ

ヤーのゆるみによるキンクによりワイヤーが損傷し

たものと思われる．

ストリーマケーブルは今回往復とも新規購入した

ものを使用した．測線往路でケーブル内エア抜き穴

のネジをつけたまま曳航したためエアが抜けずに曳

第１表 ２００５年度第１３‐１５次大陸棚調査行動表．
Table１. Ship operations in the２００５１３‐１５th Conti-

nental Shelf Survey.

第３表 ２００５年度第１３‐１５次大陸棚調査斜距離測定
記録例．

Table３. Measurement log of slant ranges be-
tween ship and OBS in the２００５１３‐１５th

Continental Shelf Survey.
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第２表 ２００５年度第１３‐１５次大陸棚調査海底地震計位置座標．
Table２. Information of OBS positions in the２００５１３‐１５th Continental Shelf Survey.
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航深度が浅くなったが，記録が概ね良好であったの

でそのまま作業を続行し，復路入線前に揚収，エア

抜き穴のネジを取り外し通常の曳航深度となった．

海底地震計揚収作業

海底地震計は，２００６年２月２３日から３月３日にか

けて「昭洋」により５２台，２月２６日から３月６日に

かけて測量船「拓洋」により４８台，計１００台全て揚収

した．海底地震計の切り離しは地震計投入位置近辺

で実施した．海底地震計が切り離し信号を受信して

から電蝕により切り離されるまでの平均時間は約２

分，長いもので７分が１台，１０分が１台，離底信号

が無いものが１台あった．海底地震計の平均浮上速

度は約４８m/分であった．離底後の海底地震計の動

向を把握するため，船上支援装置により距離測定を

断続的に実施した．海底地震計の浮上確認は，測量

船搭載の方向探知機及び小型受信機にて行い，ほと

んどの場合，ビーコン信号を受信してから数分以内

に海底地震計を発見している．発見から甲板に揚収

するまでの平均時間は約１１分で，海底地震計揚収作

業は順調に実施された．離底信号が無い１台（St.８２

OBSNo８‐０２９）については，コールに応答信号はあ

るが距離測定不能であった．切離し地点や日時を変

え揚収を試みた結果，揚収することができた．応答

信号が無い原因として，海底地震計が急斜面上に傾

いて設置されていたりあるいは堆積層の厚い海底に

埋没していた等の他，トランスポンダ関連の電池容

量の低下も考えられるが不明である．

４ 取得データ

シングルチャンネル反射法地震探査

データ収録部で反射信号データをSEG-Y Float

IEEE形式に設定して収録していたが，モニター画

面の Informationアイコン内の表示はSEG-Y Float

IBM形式と表示されていた．探査終了後動作テスト

を実施した結果，ファイルフォーマットの設定変更

は有効であり，画面表示上において変更されていな

いことが確認された．そこで，プログラムを再起動

するとファイルフォーマットの設定変更が画面表示

においても反映されるようになった．今後の調査に

おいては，設定変更の際に画面上の表示の変化に注

意するとともに，変更したのにもかかわらず表示が

変らないときは，プログラムを再起動し表示が正常

な状態で観測できるように対応することとする．

シングルチャンネル反射法探査は，６０００inch３と

７００inch３の２種類のエアガンアレイを用いて記録を

取得した．測線の北西部１/３の領域は，地磁気縞異

常が明瞭な標準的な海洋地殻に対応する．最上部堆

積層は非常に薄く，北西に向けてやや厚くなるが，

北西端でもせいぜい往復走時で１００ms程度である．

測線中心から南東部にかけてはいくつかの地形の凹

地と高まりがあり，凹地には堆積物が層状に堆積し

第４表 ２００５年度第１３‐１５次大陸棚調査エアガン
ショットログ．

Table４. Airgun shot locations in the２００５１３‐１５th

Continental Shelf Survey.
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ている．最も南西の高まりの南西端では水深が崖状

に急に深くなり，平坦な海底下には層状をなす堆積

層の下に海面からの往復走時７．５‐８sに南東方向に

深くなる顕著な反射面が検出できる．第４図に７００

inch３エアガンアレイによる記録を示す．

屈折法地震探査

海底地震計で取得されたデータから，ショット毎

の記録をSEG-Y形式ファイルとして抽出する作業

（以下，データの切り出し）を行ったところ，正常に

データの切り出しができない地震計が２３台あった．

データの切り出しの初期値として，時刻のずれ（以

下DT）の測定記録を使用しているので，DTの測定

に問題があるものと推測された．

DTの測定の確認手法として，標準時刻発生装置

（以下TMC）のログを参照した．海底地震計投入時

のTMCのログは，データの更新に伴い失われてい

たが，海底地震計回収時のTMCのログから，正常に

データの切り出しができない海底地震計について

は，時刻が２０秒～３０秒程度ずれていることが確認さ

れた．また，海底地震計に記録された水中音波の直

達波及び，多重反射の記録から，同様に２０秒～３０秒

第４図 シングルチャンネル反射法記録断面．（a）MTr６測線北西部．（b）MTr６測線南東部．
Figure４. Single channel seismic reflection profile.（a）Northwest part of MTr６.（b）Southeast part of MTr６．
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ずれていることが確認できた．TMCのログから読

取ったDTと，エアガンの直達波から読取ったDT

が一致したことから，DTを確定し，データの切り

出しを行ったところ，正常に切り出すことができ

た．また，上記のTMCのログを参照する過程で，

OBSチェックシート上の作業マニュアルにミスが

存在することがわかった．間違ったマニュアルにし

たがって操作を行うと，TMCのログに正常な海底

地震計のレコーダ番号が記録されないことも明らか

になった．

今後の作業においては，同様のミスを生じさせな

いために，今後はDTの測定を６０秒毎に実施するこ

ととし，また，マニュアルの更新，作業手順の再確

認，作業者の観測作業に対する観察力の向上を行

い，今後同様の事態を招かぬよう，対策を講じた．

揚収した海底地震計のうち，St.２３（OBSNo７‐

０５５）については揚収後記録の停止・データ転送が

できなかったが，DTの測定は実施できた．データ

取り出しは陸上で電源を停止して行った．St.６２（OB-

SNo８‐００６）はdt６（回収後３回目のDTの測定）に入

力ミスがあった．またSt.９８（OBSNo８‐０５１）のdt６に

入力ミスがあった．海底地震計の未収録は生じてお

らず，データ回収率は１００％（１００/１００個）であった．

本測線で得られた記録の例として，測線南東側に

設置したSt.１６および４３の上下動地震計のレコード

セクションを図５，６に示す．St.１６では観測点の北

西側オフセット３５０kmを超えて５-６sec付近に信

号が見えるが，屈折波かあるいは反射波であるかは

現時点では不明である．St.４３では北西側オフセット

２００kmを超えて４sec付近に初動らしき信号が観測

されている．また，測線北東部の，地磁気縞異常が

明瞭な領域で得られた記録例として，St.８３と９６の上

下動および水平動地震計のレコードセクションを図

７，８に示す．上下動記録において，オフセット２０-

５０kmでの triplication，オフセット１００km程度まで

見かけ速度７km/s程度の後続波が見られること，

Pnの見かけ速度が８．８km/sを超えることが顕著な

特徴である．水平動記録においては，見かけ速度

３．８および４．９km/sを示す顕著なS波が観測された．

５ 今後に向けて

海底地震計の時刻初期設定に不適切があったた

め，いくつかの地震計については正しい時刻較正を

実施したレコードセクションを得るために多くの時

間を費やしたが，結果的には概ね良好な記録を得る

ことができた．これまでに海盆底で得られている標

準的な地殻/マントル速度構造モデルでは，上部マ

ントルの速度は８．１５±０．３０km/s程度（Christensen

第６図 MTr６‐０４３のレコードセクション（上下動
記録）．reduction velocityは８km/sである．

Figure６. Record section for OBS MTr６-０４３（ver-
tical component）. The reduction veloci-
tiy is８km/s.

第５図 MTr６‐０１６のレコードセクション（上下動
記録）．reduction velocityは８km/sである．

Figure５. Record section for OBS MTr６-０１６（ver-
tical component）. The reduction velocity
is８km/s.
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第７図 海底地震計MTr６‐０８３のレコードセクショ
ン．（a）上下動記録．（b）および（c）水平
動記録．上下動及び水平動記録に対する
reduction velocityはそれぞれ８km/sおよ
び４．５km/sである．

Figure７. Record sections for OBS MTr６‐０８３．
（a）Vertical component.（b）and（c）
Horizontal components. The reduction
velocities for the vertical and horizontal
record sections are８km/s and４．５km/s,
respectively.

第８図 海底地震計MTr６‐０９６のレコードセクショ
ン．（a）上下動記録．（b）および（c）水平
動記録．上下動及び水平動記録に対する
reduction velocityはそれぞれ８km/sおよ
び４．５km/sである．

Figure８. Record sections for OBS MTr６‐０９６.（a）
Vertical component.（b）and（c）Hori-
zontal components. The reduction ve-
locities for the vertical and horizontal re-
cord sections are ８km/s and ４．５km/s,
respectively.
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and Salisbury,１９７５）であると考えられているが，測

線北西部では８．８km/sとこれまでにあまり報告さ

れたことがない，非常に速い速度が得られている．

今後は，この速度よりも遅いと推定される直交測線

の実施を行い，方位異方性の大きさを正確に見積も

る予定である．さらに測線の南東部における海盆底

から海山群域への遷移域の構造結果と，これまでに

得られているMTr２，３，４およびOGr１１測線結果を

総合することにより，遷移域の構造モデルのばらつ

きについて検討を行いたい．
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